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はじめに

健康危機、地政学リスクによる紛争、市況の低迷など、
混迷するグローバルな課題をいくつも見ていると、世
界は「ニューノーマル」の時代に突入したというシナ
リオがますます現実味を帯びてきます。そこでは組織
は危機に対処し、レジリエンス（強靭性）を存分に発
揮することが既定路線となるでしょう。このような「ノー
マル」の転換期にあってもぶれることなく、喫緊の取
り組みが求められているテーマがあります。21 世紀最
重要課題の一つである気候変動、およびそれが世界
に及ぼす深刻な影響への対策です。

建造環境には、プラスの変化を起こせる計り知れない
ポテンシャルがあります。ビルや建造物はかなりの量
のエネルギーと建築資材を消費するため、世界の温室
ガス排出量の約 26%を占めます。しかし、ここに好機
があります。現在の消費および製造パターンから、より
持続可能な循環型アプローチに移行するチャンスです。�
設計プロセスを見直し、最先端のテクノロジーを積極
的に導入し、革新的なビジネスモデルを展開すれば、
今ある資産からさらに大きな価値を引き出し、貴重な
天然資源を浪費せず、廃棄物を減らすことができます。
よりスケールの大きなサーキュラリティ（循環性）へ
のシフトがどれだけ急務であるかは、どんなに言葉を
費やしても言い尽くせません。行動を起こさず先延ばし
にするなら、人類が直面する課題は日々膨れ上がってい
くのですから。

本白書は、世界経済フォーラムの自然と気候部門および、
エネルギーとマテリアル部門がマッキンゼー・アンド・
カンパニーの協力を得て作成しました。建造環境に

革命をもたらし、サステナブルでレジリエンスの高い
未来を創造するサーキュラリティの可能性について、広い
範囲から未知の領域を探ります。また、バリュープール
および二酸化炭素排出量削減の可能性について緻密な
分析に基づいた行動を呼びかけると共に、環境へのメリット
と莫大な経済的メリットの両方を明らかにします。�
本白書で紹介するのは、建造環境がより持続可能な産
業となる道筋です。このルートを選べば、二酸化炭素
排出量削減と経済価値の追求が両立できるのです。

建設業界がこれから、循環型建造環境に移行する航海
に乗り出すに当たりまず欠かせないのは、安全な航海
を支えるライトハウス（灯台＝指針）が果たす本質的
な役割を受け入れることです。この灯台は、環境への
影響、スケーラビリティ（拡張性）、企業としての収益
性を実証し、画期的な循環型ソリューションを示しま
す。いち早く灯台の役割を引き受け、先駆者となる
者は業界のリーダーたちを結集して循環型社会への移
行を積極的に促進します。また、既成の枠にとらわれ
ない発想で航路を照らし、循環型経営を導入した成果
を世に広めます。サーキュラリティに軸足を移すことで、
地球の将来が守られるだけではありません。持続可能
な経済的繁栄への道をも切り拓くのです。

本白書の作成にご尽力くださり、貴重なご意見をい
ただいたすべてのコミュニティメンバーと、世界経済
フォーラムのイニシアチブリーダーの皆様に感謝しま
す。リーダーたちが官民連携で建造環境のこれからの
道筋を描くとき、本白書から価値ある指針と展望が見
出せることでしょう。
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エグゼクティブ・サマリー

本白書では、セメントとコンクリート、鉄鋼、アル
ミニウム、プラスチック、ガラス、石膏という六つ
の主要な建築資材に関して九つの循環ループを提
案し、二酸化炭素削減の可能性と潜在的なビジネ
スチャンスを定量化する。循環ループの評価は、
(a) 資材と鉱物の再循環、(b) 再生可能エネルギー
と回収エネルギー、(c)�二酸化炭素回収・貯留（CCS）
と二酸化炭素回収・利用（CCU）による排出削減
という三つの側面から行った。

検討の結果、循環ループによって二酸化炭素を
2030 年に 0.5 ～ 0.8Gt-CO2、2050 年には 3.4 ～
4.0Gt-CO2 削減できることが分かった。この値は、
2030年における建造環境の内包排出量（建築資材
の生産から建物の完成までに排出される二酸化炭素
量）の 13%を占め、2050 年には 75％に近づく。�
2030 年には、建築資材と鉱物の再循環および
CCS/CCU がそれぞれ総削減量の約 40%、2050 年
までには 50%以上に寄与すると予想される。サー
キュラリティは、2030 年までに年間 310 億～ 460
億米ドル、2050 年までに同 2,340 億～ 3,600 億米
ドルの純増価値（コスト削減や市場価値の向上な
ど様々な形での経済的利益や付加価値の増加）を
もたらす可能性があり、経済的にも大きなメリット
がある。このうちで建築資材と鉱物の再循環の潜在
ポテンシャルが、2030 年と2050 年の両方で大部
分を占める。

調査対象とした各建築資材で、それぞれ次のよう
な戦略によって循環を促進できる。

1.� コンクリートとセメント：コンクリートとセメント
は、建築資材に関連する二酸化炭素排出量の
30%を占める。鉱物化テクノロジーやスマート�
破砕骨材などの循環型戦略によって大幅な価値�
向上をもたらすことができるだけでなく、2050年
までにセメントから排出される二酸化炭素の
96%を削減できる可能性がある。

2.� 建設用鉄鋼：鉄鋼はすでに高度にリサイクル可
能であり、電気炉（EAF）鉄鋼生産への移行と
スクラップ回収の増加が有望。こうした対策によ
り、2050 年までに鉄鋼からの二酸化炭素総排
出量を最大 60%削減できる可能性がある。

3.� 建設用アルミ：再利用を前提とした設計、リサ
イクル資材の使用増加、代替燃料の採用で、サー
キュラリティの導入が可能だと考えられる。これ
らの対策により、2050 年までにアルミ関連の
二酸化炭素排出量を最大89%削減できる可能性
がある。

4.� 建設用プラスチック：再利用やモジュラー設計、
再生プラスチックの増加、代替燃料の使用など、
サーキュラリティによって2050 年までにプラス
チックからの二酸化炭素排出量を最大 62%削
減できる可能性がある。

5.� 板ガラス：再利用やモジュラー設計、カレット
使用の増加などにより、2050 年までにガラスか
らの二酸化炭素排出量を最大 41%削減できる
可能性がある。

6.� 石膏ボード：リサイクル、ダウンサイクル、生
産工程における再生可能エネルギーの利用によ
り、2050 年までにビジネスチャンスを大幅に高
め、二酸化炭素排出量を最大 31%削減できる
可能性がある。

こうした変革の過程において、ライトハウス（灯台＝
指針）が極めて重要な役割を果たすだろう。業界
をリードする建造環境ソリューションが出始めてい
る今、コラボレーションを積極的に実施し、循環型
思考を促進し、デジタル技術を普及させるこうした
事例は、循環型社会へのシフトを積極的に推進し、
模範を示すものだ。建造環境は、まずこのような
先駆的事例をライトハウスとして認識し、エコシス
テム全体に広めるために行動を起こす必要がある。

サーキュラリティ（循環性）は、建造環境から排出される
内包二酸化炭素排出量の75%を削減すると同時に、�
大きな経済価値を生み出す可能性がある。
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序論

建造環境は人々の日常生活を構成する重要な要素で
あり、住宅から交通機関に至るまで、サービスのあら
ゆる側面に影響を与える。実際、個人は 1日の 90%
を建物やインフラ、都市のエコシステムの中で過ごし
ている 1。また、そのエコシステムは世界の国内総生
産（GDP）の 13%を占め、生産年齢人口の 7%が
そこで働いている 2。このように建造環境は人々の生
活に欠かせないものであると同時に、気候変動や土
地システムの変化など、主要な環境指標のしきい値
である「プラネタリー・バウンダリー（地球の限界）」
を侵犯する大きな要因でもある。建造環境は、資材
消費量と廃棄物発生量の 3分の 1を占め 3、人間が
排出する燃料関連の二酸化炭素排出量の約 37%を
占めているからだ 4。また、新規建造物からの排出量
の約 3分の 1は、建築資材の生産から建物の完成ま
でに排出される内包排出量であり、3分の 2は運用
によるものである 5。人口の増加と都市化の加速に伴
い、今後 40 年間で 300 億平方メートルの新しい建
物を建設する必要があり6、これは、40日ごとにニュー
ヨーク市と同じ大きさのビルを新たに建設することに
相当する。そのほとんどは、アフリカ、中東、東アジア、
南アジアなどの新興国における住宅建設から生じ 7、�
全体として、2050年までに必要とされるインフラの75%
はこれから建設しなければならない 8。これらのことか
ら分かるように、サステナブルでレジリエンス（強靭
性）の高い建造環境の構築は、人々のウェルビーイ
ングにとっても、そして安全なプラネタリー・バウン
ダリー内に留まるためにも極めて重要である。

使い捨てのリニア（直線型）・エコノミーから、循環
するサーキュラー・エコノミーへの移行は、経済成長
と環境破壊を切り離すことを目的としている。循環型
エコシステムでは、バージン資源の投入と使用済み
廃棄物の量が最小限に抑えられるため、限られた資
源を使い果たすことなく価値を創造することが可能と
なる。すべての産業において、経済成長の源泉を新
たに生み出すことができれば、2030 年までにグロー
バル経済に 4.5 兆米ドルの経済成長が追加されると
推定されている 9。これと同時にサーキュラリティ（循
環性）を確保することで、二酸化炭素排出量削減に
大きく貢献できる。

本白書では、ビジネス価値の創出と二酸化炭素排出
量削減を同時に実現する、建造環境におけるサーキュ
ラリティの可能性を紹介する。公害、土地利用の変化、
生物多様性の消失など、建設業は様々な面で環境に
大きな影響を与えるが、本白書では、特に二酸化炭
素排出削減の可能性を取り上げ、定量的、定性的に
徹底分析する。全体的な目的は第一に、サーキュラ
リティがいかにこのセクターの脱炭素化に貢献できる
かを説明すること、第二に、主要素材における削減
ポテンシャルとビジネス・バリュープールの両方を定
量化すること、第三に、このポテンシャルを獲得する
ために何が必要かを説明することである。本白書は
また、環境への影響、財務的フィージビリティ（実行
可能性）、スケーラビリティ（拡張性）を実証する方
法として、建造環境におけるサーキュラリティのライ
トハウス（灯台＝指針）を特定するための行動を呼
びかけるものでもある。

本白書では、建造環境の資源消費と炭素排出に大
きく寄与する六つの建築資材（セメントとコンクリー
ト、鉄鋼、アルミニウム、プラスチック、ガラス、石
膏）の九つの循環ループ全体で、バリュープールと
削減ポテンシャルの定量化を実施した。資源の再循
環、資源の効率化、資源の利用率という三つの観点
から、建築資材と鉱物、再生可能エネルギーと回収
エネルギー、炭素回収が二酸化炭素排出量削減に与
える影響を定量化している。粒度の細かいモデリング
アプローチを通じて、グローバルなマテリアルフロー
と、各建材レベル、および建築・建設のバリューチェー
ンの様々な段階における循環ループの実現性を探る。

本白書において「建造環境エコシステム」とは、不
動産とインフラを指す。住宅やオフィスから工場や高
速道路に至るまで、生活のあらゆる側面に関わるそ
のバリューチェーンには、デベロッパーや投資家から
廃棄物処理会社まで、様々なステークホルダーが含
まれている。

循環型の建造環境は、差し迫ったニーズに
応え、業界関係者に幅広い好機をもたらす。
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建造環境における 
資源ループの変革

1

真のサーキュラリティ（循環性）は、様々なフローや
資源にまたがる新たな潜在価値をはらんでいる。

使い捨ての直線型システムから循環型システムへの
移行は、効率的な資源活用と新たなビジネスモデ
ルによるコスト改善を特徴とした価値創造の新たな
機会をもたらす。その一つが資源ループだ。資源
ループとは、バリューチェーン全体を通じた資源の
流れを示すもので、資源の再循環、資源の効率化、
資源の利用という三つの重要な観点がある。資源
ループという考え方を取り入れる目的は、廃棄物を
なくし、効率を高め、新しい建物の必要性を減らせ
るよう、資源を最も価値のある状態で最大限に再循
環させることである。

様々な循環ループが、これら三つの観点を具現化し
ている（図1参照）。まず、資源の再循環を促進する

には、同一バリューチェーンや隣接するバリュー
チェーンにおける部材の再利用や再製造、あるい
は建築資材の価値を高めたままでのリサイクルを行
う。次に、資源を効率化するには、廃棄物を二次
原料として有効利用するほか、建築資材を製造する
ための資源消費を最適化する、または建築物一棟
当たりの製品使用量を削減することにより、廃棄物
をなくすことが考えられる。最後に、資源の利用を
最大化するには、耐用年数を延ばし、スペースや
既存の建物を共有、再利用すること、あるいは改築、
改装した上で再利用することで、建物のライフスパ
ンを延ばすことができるだろう。以下に詳しく説明
していく。
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建造環境における三つの観点と九つの循環ループ図1
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と回収エネルギー

CCSによる
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CCUによる二酸化炭素リサイクル
カーボンキュアリングおよび
強化型再炭素化/鉱物化
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建物やインフラの使用期間増大
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または代替
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建築資材の製造工程で発生する
プレコンシューマー
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出典：マッキンゼー・サステナビリティ・プラクティス、エレン・マッカーサー財団
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建築資材全般において、製造時にバージン原料の
代替としてリサイクル建設解体廃棄物（CDW）を使
用する選択肢は数多くある。破砕された CDW は、
道路建設用の破砕コンクリートとして、あるいはコ
ンテナガラスやファイバーグラスの製造における低
品質のガラスカレットなど、他のバリューチェーン
における原料として、建設現場で直接再利用する
ことができる。図 2 は、2030 年と 2050 年までの、
三つの観点に沿った潜在的なビジネスチャンスと二
酸化炭素排出削減量の概要を示している。全体とし
て、資材と鉱物の再循環がもたらす年間の純増価
値は 2030 年までに 310 ～ 480 億米ドル、2050 年
までに 1840 ～ 3100 億米ドルと見積もられている。
再利用と再製造の純増価値は、2030 年に 60 億～
130 億米ドル、2050 年に 450 億～ 960 億米ドルと
見積もられる一方、建築資材と鉱物のリサイクル（ダ
ウンサイクリングを含む）がもたらす純増価値は、
2030 年で 250 億～ 350 億米ドル、2050 年で 1,380
億～ 2,140 億米ドルと高い値が見積もられる。これ
らの二酸化炭素排出量削減ポテンシャルは、再利
用と再製造で 2030 年に 0.02 ～ 0.04Gt-CO2、2050
年に 0.1 ～ 0.2Gt-CO2、リサイクルでは 2030 年に
約 0.2Gt-CO2、2050 年に 1 ～ 1.3Gt-CO2 に相当する。

資源を再循環して得られるエネルギーには、廃棄物
やバイオマスからの代替燃料を利用して得られるエ
ネルギーがある。この活用法は地域に依存し、加
熱乾燥した砂糖、エネルギー用サトウキビ、熱分解

したユーカリなど、主に廃棄物やバイオマスの供給
力が高い地域で大きな役割を果たす。採用すれば
2030 年までに 60 ～ 70 億米ドル、2050 年までに
約 430 億米ドルのバリュープールを掘り起こすこと 
ができ、2030 年までに約 0.1 ～ 0.2Gt-CO2、2050 年
までに約 0.4Gt-CO2 の削減が可能になる。

建築資材の加工・生産から排出される二酸化炭素
の再循環とは、二酸化炭素回収・利用（CCU）に
よりバリューチェーンに戻すことであり、これには
カーボンキュアリング（炭素硬化）、強化型再炭素化、
鉱物化、自然再炭素化が含まれる。また、二酸化
炭素回収・貯留（CCS）により、バリューチェーン
から排出を完全に除去することを指す場合もある。
二酸化炭素回収技術は、ヨーロッパや北米のような
カーボンプライシングのメカニズムが急成長してい
る地域や、鉄鋼やセメントのような高排出産業が集
積している CCU ハブ内で最初に導入される可能性
が高い。CCS による排出の除去や CCU による排出
の再利用は、2050 年に約 1.9 ～ 2.1Gt-CO2 を削減
すると同時に、70 億米ドルの価値を生み出すだろう。
これらはすでに 2030 年までに 0.2 ～ 0.3Gt-CO2 を
削減することに貢献している。しかし、初期投資と
先行コストがあるため、2030 年には 60 ～ 90 億米
ドルの初期損失が発生する。

二酸化炭素削減ポテンシャル
（単位：Gt-CO2）

純増価値
（単位：10億米ドル）

建築資材と
鉱物の再循環

エネルギーの
再循環

二酸化炭素の
再循環

合計

~0.2-0.3 ~1.1-1.5 ~184-310

~7

~234-360~3.4-4.0

~31 - 48

~-6- -9

~31-46

2030 年 2050 年

~43~6-7~0.1-0.2 ~0.4

~0.2-0.3 ~1.9-2.0

~0.5-0.8 ~234-360

建築資材と鉱物、エネルギー、内包二酸化炭素排出量の再循環を目的としたサーキュラリティ対策
による純増価値と二酸化炭素排出削減ポテンシャル（2030、2050年）

図2

1.1  資源の再循環

出典：専門家のアセスメントとプレス調査/技術報告書に基づきマッキンゼーにて分析および計算
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1.2  資源の効率化

1.3  資源の利用

効率化とは、より少ない資源でより多くをまかなう
ことである。建築資材を戦略的に再利用し、新たな資
源の必要性を抑えて、最終的には全プロセスを通じて
廃棄物を削減することを目指す。また、生産プロセス
における資源消費を微調整することで、建築物一棟
当たりに必要な資材全体の量を大幅に削減することが
できる 10。

この原則の代表的な例が、建築モジュールの最適化
である。設計とエンジニアリングによって、構造的な
安全性を維持あるいは改善しながら、使用する資源
をより少なくすることができる。これを達成するには、
建築資材が本来持っている強度を最大限に引き出し、
新たな資源の投入を最小限に抑えて、最適な性能を

発揮できるようにするアプローチを取る。そうすること
で、建造に伴う環境フットプリントの大幅な削減につ
ながるだけでなく、長期的には資源の効率的な利用
にも貢献する。

サーキュラー・エコノミーの枠組みで説明される原則
は、「取って・作って・捨てる」という直線的なモデ
ルから、資源を保存し、システムを通じて永久に循環
させるという循環的なモデルへのパラダイムシフトを
促すものである。ここで説明した効率化の手法を建設
業界に取り入れることは、この原則に沿っている。

資源の利用とは、ある製品やモジュールが使用され
る回数や期間を増やすことを目的とするもので、資
源の使用価値を向上させ、フットプリントを削減す
ることができる。資源の耐用年数を延ばし、その利
用を最大化するには、スペースを共有すればよい。
そのためには、建築コンポーネントを様々な目的に
利用でき、入れ替え可能なものにする必要がある。

このような建設手法のパラダイムシフトを取り入れ
れば、様々なメリットがある。資源のライフスパン
を延ばし、その可能性を最大限に引き出し、継続的
な交換や再利用の必要性が低減されるからだ。�

革新的なビジネスモデルは、さらに有効である。資
源の共有、リース契約、「サービスとしての」製品
流通で、建物や部品の利用率を向上できる。こうし
たモデルは、資源配分と利用の効率化を促進し、
建造に伴う環境負荷の低減に大きく貢献する。

また、建築部材の耐用年数を延ばす上で、事前に
積極的メンテナンスを行う戦略が極めて重要である11。
補修や改修によって建築資材や製品が早々に廃棄さ
れることが起こりにくくなり、建設工程でのサーキュ
ラリティが強化されるからだ。このような対策により、
建造に伴う環境への影響が大幅に軽減されるだろう。
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循環型建築資材を使用した 
建築

2

建造環境のバリューチェーンでは、�
建築資材別に循環ループと対策を�
考えなければならない。

図3に、六つの建築資材について、三つの側面か
らサーキュラリティ（循環性）の実現が期待できる
経済的価値と二酸化炭素排出削減量の概略をまと
めた。一つ目がこのモデルの予想純増価値、次が
二酸化炭素排出削減ポテンシャルである。いずれ
も、2030 年と2050 年の予想値を棒グラフで示す。
予想として、対策のうち「建築資材と鉱物の再循環」
にある項目、中でも「リサイクル」は 2030 年と
2050年の両方で突出した価値を創出する。「CCU」
と「CCS」では多額の投資が必要になるため、�
純増価値はマイナス（2030 年）あるいは相対的

に低い（2050 年）が、2030 年には著しい二酸化
炭素排出削減量が期待でき、2050 年には総削減量
の過半数を占めることが予想される。以降のセクショ
ンでは、六つの建築資材すべてについて、詳しい
分析結果を数字で説明する。ハイライトとなる循
環ループ、その結果生じる 2030 年と 2050 年の
バリュープール予想と二酸化炭素排出削減量予想
について述べていく。また、一部建築資材につい
てはモデル事例も紹介し、現場にたずさわる業界
各社がこうした機会を捉えて活用できる戦略的オプ
ションを具体的に説明する。

建造環境におけるサーキュラリティ：二酸化炭素排出量削減とビジネスチャンスの最大化に向けて 10



観点ごとのサーキュラリティ対策で得られる二酸化炭素削減ポテンシャルと純増価値の概要（2030年、2050年　単位：Mt-CO2�）

Source: McKinsey analysis and calculations based on expert assessment and press research/technology reports

図3

観点ごとのサーキュラリティ対策で得られる純増価値の概要 （単位：10億ドル）

セメントと
コンクリート

対策 鉄鋼 アルミニウム プラスチック ガラス 石膏 合計

合計

2030 年 2050 年

1a

1d

2a

3a

3b

1b-c

~27

~61

~122

~0 ~0

~0

~0~0

~0 ~0~0

~0~0

~1

~27~2 ~1-0~0 ~1

~7~-1

~9 ~5 ~4-6

~6-17

~27-36 ~16-31

~4 ~3-10 ~6-36~0-1 ~1-6 ~3-6~0-1

~3-4

~45-96

~0-1

~6-13

~7-14~2-1~21-65~4-12

~11~2

~0 ~0

~34-53

~-1 ~-5 - -7

~10 ~4-2 ~20-42~5-8 ~38-112~7-20 ~4-6~0-1~16-25~3

~4-31

~2 ~1-2

~4-3

~0 ~0

~1

~43-44~5

~7~-1

~0~-6- -8

~29-44

~0

~24-34 ~135-211

~234-361

再利用と
再製造

リサイクル
（プレコンシューマー/

ポストコンシューマー）

ダウンサイクル

CCS

再生可能
エネルギーと
回収エネルギー

エネルギーの
再循環

CCU二酸化炭素の
再循環

建築資材と
鉱物の再循環

出典：専門家のアセスメントとプレス調査/技術報告書に基づきマッキンゼーにて分析および計算
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Source: McKinsey analysis and calculations based on expert assessment and press research/technology reports

図3

観点ごとのサーキュラリティ対策で得られる二酸化炭素削減ポテンシャルの概要  （単位：Mt-CO2）

2030 年 2050 年

~0 ~0 ~0

~20-42 ~4-6

~40

~560~30

~240~30

~660~80

~10-0~10 ~17~5

~4-0~1~940~20

~2440~160

~30-80~20

~320-440~120-130

~240-450~103-160

~600-970~250-320

~20-60~0-10

~90-160~50-70

~110~50-100

~220-330 ~73-149 ~47-52~100-180

~6-33~2-7

~34-83~5-12

~16~4

~16-28

~6-9~1-2

~8-23~2-1

~8- -1 ~10-0~0-2

~16~4

~9-5~2

~9-11

~4-5~2-3

~0-2~0~0

~3-6

~5-9 ~13-22

~100-220~20-40

~210-250

~100-160

~130-190

~540-720

~1,020-1,270

~380-400

~1,200-1,400

~660~80

~9-17

CCS

CCU

1a

1d

2a

3a

3b

1b-c

~3,400-4,000

セメントと
コンクリート

対策 鉄鋼 アルミニウム プラスチック ガラス 石膏 合計

合計

再利用と
再製造

リサイクル
（プレコンシューマー/

ポストコンシューマー）

ダウンサイクル

再生可能
エネルギーと
回収エネルギー

エネルギーの
再循環

二酸化炭素の
再循環

建築資材と
鉱物の再循環

出典：専門家のアセスメントとプレス調査/技術報告書に基づきマッキンゼーにて分析および計算

観点ごとのサーキュラリティ対策で得られる二酸化炭素削減ポテンシャルと純増価値の概要（2030年、2050年　単位：Mt-CO2）（続き）
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2.1  コンクリートとセメント

�セメントのサーキュ
ラリティには、全建築
資材の中でも最大の
バリュープールを創出で
きる余地がある。�
純増価値は2030年で
100億米ドル、2050年で
1,220億米ドルと予想さ
れる。

建造環境におけるサーキュラリティ：二酸化炭素排出量削減とビジネスチャンスの最大化に向けて 13

セメントは建造環境の中でも最大の二酸化炭素排出
源で、建築資材関係では30%、世界の二酸化炭素
排出量では7%を占める2。このセクターは特に排
出量削減が難しい。セメント製造には大量のエネル
ギーが必要で、抽出、加工、大量生産の工程でか
なりのレベルの二酸化炭素が排出されるからである。
また、今後値上がりする可能性が高い炭素価格 13

や埋め立て税をはじめ、様々な外的要因の影響をダ
イレクトに受けやすい。このため、セメントにサー
キュラリティを導入すると、全建築資材でも最大の
バリュープールを創出できる可能性がある。純増価
値は 2030 年に 100 億米ドル、2050 年は 1,220 億
米ドルと予想され、これらはそれぞれ、予想市場規
模の 2%と28%を占める 14。セメントおよびコンク
リートの循環システムからの資産利益は主に、鉱物
化（固定化）技術とスマート破砕骨材から得られ、
680億米ドル以上の利益が見込める。コンクリート
廃棄物もまたリサイクルされ、クリンカ（石炭灰）
に代わる原材料としてコンクリート製造の骨材に使用
される。

ここで紹介した循環ループ全体で、2030 年と2050
年までにそれぞれ 0.2 および 2.4Gt-CO2 の排出量削
減が可能である。これは、総排出量のそれぞれ6%
と96％の削減機会となる。排出した二酸化炭素をコ
ンクリートに再注入して硬度を高めるカーボンキュア
の技術は、二酸化炭素の再循環に大きく貢献できる。

その他の主な技術には、打ち継ぎの装置や作業ス
ペースでの強化型再炭素化や、コンクリート廃材や
その他の廃棄物から生成した骨材の鉱物化などが
ある。CCSやその他の除去技術にもさらなる二酸
化炭素排出量削減のポテンシャルがある。セメント
工場を改修し、CCUおよび CCS技術を導入すると、
2030 年の削減総量はそれぞれ 0.08 および 0.02Gt-
CO2となる。2050 年までにはさらに増え、0.66 およ
び 0.9Gt-CO2 の削減量が見込める。コンクリートと
セメントのバリューチェーンにおける炭素再循環に
よる年間純増価値への影響は、先行コストが高額で
あるため 2030 年には 15億米ドルの損失が予想さ
れるが、2050 年までには 70億米ドルのプラスの価
値を創出できるだろう。

エネルギーの再循環は 2030 年までに約 20億米ド
ル、2050 年までに 270億米ドルもの純増価値を
生み出せる可能性を秘めていることが分かった。こ
れらの対策から、2030 年には 0.03、2050 年には
0.2Gt-CO2 の削減にそれぞれ寄与できる見込みだ。
廃棄物やバイオマスなどの代替燃料を使ったエネル
ギー産出を検討するなら、地域差への留意が不可
欠である。しかもこの工程はラテンアメリカやロシア
のように廃棄資材が潤沢に供給できる地域に依存し
ている 15。どの技術をとっても完成度にばらつきが
あるため、影響の見通しにも差異が生じる。



鉱物系
廃棄物や
化石燃料の
灰などに
由来する
原材料

廃棄物からのクリンカ
代替物（SCM）

（高炉スラグ、
フライアッシュなど） 

代替バインダー
（マグネシアセメントなど）

他産業からの再生骨材
（レンガ、セラミックなど）

水

削減、再利用、
再目的化

モジュール
の再利用

廃棄物からの
回収エネルギー/
代替燃料

再生可能
エネルギー

バイオマスとしての海藻の育成に
二酸化炭素を利用 

他の目的/
他産業向け
CCUSと
炭素除去

エネルギー
効率の向上

コンクリートへのカーボン・キュアリング

強化型
再炭素化

再炭素化

再生砂
および
骨材

（破砕コン
クリート）

リサイクルに
よるクリンカ
代替品

（リサイクル
コンクリート・
ペースト（RCP）
や破砕微粉末
など）

再生アスファルトシングル屋根材（RAS）
（道路基材向けなど）建築資材と鉱物 CO2エネルギー

原材料

クリンカ製造

セメント製造

コンクリート製造

建物の建設

使用

建物の解体と
回収

建設および解体廃棄物の
リサイクル（CDW）

埋め立て埋め戻し

他のバリューチェーン

再生
原材料

出典：マッキンゼー・アンド・カンパニー：「The�circular�cement�value�chain:�Sustainable�and�profitable（サステナブルで収益性の高いセメント循環のバリューチェーン）」�2023年��
https://www.mckinsey.com/industries/engineering-construction-and-building-materials/our-insights/the-circular-cement-value-chain-sustainable-and-profitable.�

セメントとコンクリートのバリューチェーンの循環ループ図4
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いくつかの建築資材について、業界各社が現在どの
ように二酸化炭素排出量削減の将来性とバリュー

プールを捉えているかを示す事例を簡単に紹介する。
いずれも、公開情報を元にしたフィクションだ。

建築資材業界のある企業は、自社の技術プラッ
トフォームを活用したセメント、コンクリートお
よび骨材のサーキュラリティ導入の余地について
検討を始めた。建築・解体から出る廃棄物の大
規模リサイクルと再利用について徹底した業務
の手順化を行い、必要な技術を立ち上げて、同
社はこのセクターにおける循環型資材のプロバ
イダーとして頭角を表す戦略に成功した。成功
の鍵は、これらの資材の加工、研削、リサイク

ルに特化したことにある。これにより、廃棄物の
回収から移送、加工、そしてリサイクル資材の製
造と流通までを自社で完結できるサーキュラー・
エコノミー対応ソリューションが提供できた。こ
の新規事業の強みは廃棄資材再利用の用途の幅
広さである。結果として、セメント、コンクリート、
骨材のリサイクル率は 10～ 100%となり、年間
約 600～ 800Mt-CO2 相当の建築および解体資
材をリサイクルしている。

ケーススタディ�1

コンクリートとセメント

鉄鋼はすでにかなり循環性が高い資材である。とり
わけ先進国では建設用鋼スクラップの 70～ 80%が
鋼材にリサイクルされ、再利用されている 16。それ
以外では、電気炉（EAF）による鉄鋼生産への移行
とスクラップの回収および使用率の引き上げが有望
視されている。これらの対策も含めてサーキュラリ
ティを高めると、2030年までにさらに0.2～0.3Gt-CO2
の二酸化炭素排出削減が見込める。これは二酸化
炭素総排出量の 18～ 22%を占める。2050 年まで
の削減量は 0.6 ～ 1Gt-CO2 に達し、二酸化炭素総
排出量の 37～ 60%を占める見通しだ 17。鉄鋼での
サーキュラリティ対策からは、2030 年までにさらに
20～40億米ドル（市場推定総額の1%）の付加価値
が見込め、2050 年には 340～ 530 億米ドル（現在
の市場規模の 9%18）にまで成長する公算がある。

現在、建設用鉄鋼部材全体での再利用や転用は小
規模でしか運用されていないが、今後広く展開でき
る余地がある。再利用の要となるのが、モジュラー
性や分解しやすさに配慮した設計である。鉄骨なら
ばそのまま新築あるいは改築建物にも再利用が可能
であり、あるいは必要な長さに切断し、他の鋼材に
再圧延することもできる。こうした対策を実施すれ
ば、2050 年までに 0.03 ～ 0.08Gt-CO2 の排出を削
減しながら60～ 170 億米ドルの純増価値がもたら
される。建設用鋼材の標準化の徹底、丁寧な解体、
鉄鋼廃棄物の直接選別、建物のマテリアルパスポー
トの活用などによって、建設用鋼材の再利用および
再転用の将来性はさらに広がるだろう。

すでに普及している対策にも、徹底強化できるもの
がある。鉄鋼製造に使うエネルギーは再循環できる。
電気炉（EAF）製鉄所では使用する電力を再生可能

エネルギーにし、直接還元鉄（DRI）製法の製鉄所
ではグリーン水素を燃料に使用している。鉄スクラッ
プもまたリサイクル可能で、建設用 EAF鋼材製造の
原材料にするために再溶解できる。EAF鉄鋼の生産
実施では、鉄スクラップの回収とアップグレードの
強化が、サーキュラリティを高める対策の中でも最
大の核心部分となる。何も対策を講じなかった場合
（BAU：通常業務下）をはるかに超えたリサイクル
ができれば、2050 年までに 0.3 ～ 0.4Gt-CO2 の排
出削減に貢献しながら270～ 360 億米ドルの価値
を創出できる。計画性をもってより多く、より良質な
スクラップの入手ルートを確保するには、二つの方
法がある。一つは、鉄鋼メーカーとリサイクル業者
の垂直統合。もう一つは、鉄鋼メーカーと鉄鋼消費
者とで閉じたループを作るパートナーシップだ。い
ずれの方法も、今後ますます重要になるだろう。バ
イオマスのような代替エネルギー源や燃料を混合燃
料に使うと、2050 年までの純増価値は概算で約 1
億～ 5億米ドルと予想される。2050 年までの二酸
化炭素排出削減量は0.01Gt-CO2程度と比較的低い。

最後に、CCS技術を使った二酸化炭素の再循環は、
鉄鋼生産の脱炭素化の文脈では特にインパクトが大
きく、2050 年までに約 0.2 ～ 0.5Gt-CO2 の削減が
見込まれる。この数値は、業界全体が何も対策を
講じなかった場合のCO2 総排出量の平均 21%に相
当する。この分析によると、改修してCCSユニット
を導入した統合高炉製鉄所は二酸化炭素排出量を
80%も削減できる。

2.2  建設用鉄鋼
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鉄鋼バリューチェーンの循環ループ図5

出典：マッキンゼー分析、プレス調査、専門家インタビュー
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ある鉄鋼メーカーは、サーキュラリティが有望であることを実
証した。具体的には、サプライチェーン全体の構造変更、生産
技術の最適化、従来の原材料をバイオコークスに置き換えた
フェロクロム生産などにより、実質的に廃棄物を最小限に抑
えている。また、業界全体のスクラップフロー管理について、
透明性と協働を強化した取り組みに乗り出した。ゼロカーボ

ン・スチール（二酸化炭素排出量ゼロの鉄鋼製造）の徹底的な
研究開発とバリューチェーンの実質的統合が奏功し、同社は
世界の鉄鋼業界のカーボンフットプリントにおいて約7～9%
の二酸化炭素排出量削減を果たし、新製品でのリサイクル率
100%を維持している。

事例研究�2

建設用鉄鋼

現在、アルミのサプライチェーンではリサイクル率は
約30%と、部分的にサーキュラリティ化が進められ
ている。ただし、建築業界での二次材料のシェアは
極めて低く、わずか13%に留まる19。アルミはその
機械的特性をいっさい損なわず無限にリサイクルが
できるため様々なサーキュラリティ対応が考えられる
が、アルミニウムを主成分とする合金が多岐にわたる
こと、また現在のスクラップ選別技術との兼ね合いか
ら、アルミニウム製品をはじめその他の循環ループで
リサイクル率を高めることが難しい。現在、建設用ア
ルミニウムからの二酸化炭素排出量は約313Mt-CO2
で、予想では2050年までにこれが約382Mt-CO2 に
まで増える。循環型アルミニウム対策をさらに導入す
ると、全体で2030年に27～51%（0.1～0.2�Gt-CO2）、
2050年には62～ 89%（0.2～ 0.3�Gt-CO2）の二酸
化炭素排出量をそれぞれ削減できる見込みだ。また、
2030年には50億～80億米ドル、2050年には200億～
420億米ドルの純増価値が生まれるだろう。これは、
2030年と2050年の建築用アルミ市場全体のそれぞれ
約4～ 8%、20～ 40%に相当する。

アルミのバリューチェーンにおける二酸化炭素排出量
削減の最大の鍵を握るのは、アルミ製部材やモジュー
ルの再利用に配慮した設計だ。これによって再生資
材をより多く使い、代替燃料を活用できる。

アルミの再利用とモジュール化に配慮した設計は、長
期的（つまり建築物のライフサイクル）に決定的影
響を与える、今すぐにでも取り組むべき対策である。
アルミ製の部材やモジュールを再利用すれば、バー
ジン原料調達で発生するコストと二酸化炭素排出量
を減らせる。予想では、2050年までに年間二酸化炭

素純排出量を0.02～ 0.06Gt-CO2 減らし、30～ 100
億米ドルの純増価値が生まれる。リサイクル資材の
割合を現在の13%から2050年までに最大50%ま
で増やすと、年間二酸化炭素純排出量は約0.1～ 0.2�
Gt-CO2 減少し、約160～ 310億米ドルの純増価値
が生まれる。最大の課題は、アルミニウムは汚染に
弱く、不純物が混入しやすいため品質が一定しない
こと、そして多彩な用途に最適な部材をマッチングさ
せる難しさが挙げられる。アルミニウムのリサイクル
で最大規模の対策は、ポストコンシューマー・スクラッ
プ（家庭や市場で使用された製品から回収したアル
ミ屑）だ（95%）。これとは別に、生産工程で出るプ
レコンシューマー・スクラップ（消費者の使用を経ず
に回収されたアルミ屑）もまた、注目すべき対策で
ある。リサイクレート（再生処理材料）の回収を増
やすには、バリューチェーン全体で業界関係者の協
力が欠かせないだろう。具体的には、オンサイト（現
場での）・リサイクリング、標準化、そして資材フロー
の透明化の徹底といった手段がある。

代替燃料を使用すれば、二酸化炭素排出量を大幅に
減らすことができる。現在の電力使用は生産活動か
ら発生する排出量全体の67%を占める。化石燃料
をバイオガスやその他の代替燃料に置き換えた場合、
アルミニウムメーカーが代替燃料をどれだけ入手で
きるかにもよるが、カーボンフットプリントを最大30%
（2050年で 0.1Gt-CO2）削減できる。CCSも、工場
などから排出された燃焼排ガスに残る二酸化炭素を
他の気体から分離して集めるため、意義ある対策と
なり得る。とはいえ、アルミ生産工程における排出物
のシェアの小ささを考えると、その影響力は限定的で
ある。

2.3  建設用アルミ

�リサイクル資材の
割合を現在の13%�
から2050年までに�
最大50%まで増やすと�
年間二酸化炭素純排出
量は約0.1～0.2Gt-CO2
減少し、約160～310億
米ドルの純増価値が
創出できる。
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アルミバリューチェーンの循環ループ図6

注記：1��コアモデルには含めない

出典：マッキンゼー分析、プレス調査、専門家インタビュー
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建設用プラスチックには、床材やパイプなどに使用
されるポリ塩化ビニル（PVC）、被覆材や屋根材に
使用される高密度ポリエチレン（HDPE）製シート、
断熱材となるポリウレタン（PU）やポリスチレン（PS）
など、多くの利用形態とポリマーがある 20。建造環
境が世界のプラスチック需要に占める割合は 18%
で 21、プラスチックは現在建築資材量の 3%を占め
る（例：プラスチック製のパイプ、レンガなど）。�
排出係数が高いことから、建造環境におけるプラス
チックの 2020 年排出量は 127Mt-CO2と試算され、
2050年にはこれが 288�Mt-CO2 にまで膨らむ可能性
がある22。現在、建築用プラスチックのバリューチェー
ンは大多数が一方通行のリニア（直線）型フロー
であり、地域にもよるがリサイクル率はわずか 17%
と低い。建造環境には、プラスチック廃棄物の大規
模な受け入れ拠点としての機能を果たせる余力があ
る。また、リサイクルプラスチックのシェアを増やす
機会もまだまだある。

脱炭素化を進める主な機会には、プラスチックシー
トやモジュールの再利用、粉砕再生プラスチック（例：
ペレットや顆粒など）活用の増加、代替燃料の使用、
CCSの導入がある。予想では、2030 年そして2050
年までに二酸化炭素排出量をそれぞれ 10～ 17%、
30～62%削減できる。これは、16～28Mt-CO2（2030
年）、そして0.1 ～ 0.2�Gt-CO2（2050 年）の削減に
相当する。これらの対策を実施すると2030 年には
70～ 200 億米ドル、2050 年には 380～ 1,120 億
米ドルの純増価値を創出できる。それぞれ、予想市
場規模の約 4～ 11％、12～ 34％を占める 23。

この分析によると、サーキュラリティ対策の一環とし
て再利用を進めるなら、年間二酸化炭素純削減量は
2030年に2～7Mt-CO2、2050年に6～33Mt-CO2となり、
それぞれ 10～ 60億米ドルと60～ 360 億米ドルの
純増価値が生まれるだろう。粉砕再生プラスチック
のリサイクル率は現在 17%だが、これを 2030 年ま
でに 35%、2050 年までに 61%に引き上げると、�
年間二酸化炭素純削減量は2030年に5～12Mt-CO2、
2050 年には 34～ 83Mt-CO2となる。ここからそれ
ぞれ、40 ～ 120 億米ドルと210 ～ 650 億米ドル
の純増価値が生み出される。この実現に不可欠な
のが、廃棄物を費用対効果の高いやり方で回収施
設に確実に供給すること、建築資材回収の代替ビ
ジネスモデルの研究、選別と廃棄物回集技術強化
への投資、廃棄物リサイクル処理能力をスムーズに
引き出せるサーキュラリティに配慮した設計である。
これらは十分なリサイクル処理能力や、製品や廃棄
物のフロー全体が標準化された大規模な（化学的）
リサイクル技術との相乗効果が期待できるものであ
るべきだ。

化石燃料をバイオメタン、バイオナフサをはじめと
する代替燃料に換えれば、プラスチックメーカーは
カーボンフットプリントを2030 年には総排出量の
3%、2050 年までに 7%を削減しながら、それぞれ
20億米ドルと110億米ドルの純増価値を生み出す
ことができる。また、PVC、PU、PS、HDPE などの
プラスチックの分解過程にCCSを導入すると、二酸
化炭素総排出量の3％（2030年）および7％（2050年）
の削減に寄与できる。

2.4� �建設用プラスチック
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1�実現可能性に関する情報が不十分なため、削減ポテンシャルの計算からは除外。

出典：マッキンゼー分析、プレス調査、専門家インタビュー
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現在、板ガラスのバリューチェーンは大多数がリニア
（直線型）フローであり、リサイクル率は0～ 1%、
ダウンサイクル率も約40%と低い。埋め立て率は地
域にもよるが、約60%である。建設用板ガラスの
二酸化炭素排出量は現在およそ64Mt-CO2で、2050
年までにはこれが130Mt-CO2 にまで上昇すると見ら
れている。

板ガラスに循環型対策を追加導入すれば、2030 年
と2050 年までにそれぞれ、エネルギー関連の二酸
化炭素排出量の約 10～ 11%（約 0.01Gt-CO2）と
36～ 41%（約 0.05Gt-CO2）を削減できるだろう。
これによって2030年までに30億米ドル（市場規模の
3%）、2050年までには160～250億米ドル（予想市
場規模全体の約14～22%）の純増価値が期待できる。

建設用ガラスの脱炭素化機会のハイライトは、ガラ
ス板とモジュールの再利用からカレットの使用を増
やし、バイオガスのような持続可能な燃料を使った
生産工程（特に加熱工程）の脱酸素化を図ることで
ある。再利用とモジュール方式を意識したガラス設
計は、建物の長期的ライフサイクルに大きなインパ
クトを与えられるはずだ。具体的には、ガラス板と
モジュールの再利用が進めば 2030 年と2050 年の
年間二酸化炭素純削減量はそれぞれ 1 ～ 1.5Mt-
CO2と 6 ～ 9Mt-CO2 になり、5～ 7億米ドルと30
～ 60億米ドルの純増価値が見込める。再利用に配
慮した設計、循環型調達モデルによるガラス板とモ
ジュールの再利用、そして「ガラス・アズ・ア・サー
ビス」と市場の垂直統合の実現が、ガラスのサー
キュラリティを高める主な対策となる。

また、循環型シナリオではカレットの使用を2050
年までに現在の約 22%から最大 60%まで引き上げ
れば、2030 年と2050 年までに年間の二酸化炭素

排出削減量をそれぞれ2Mt-CO2と16～ 22�Mt-CO2
にできる。この対策もまたおよそ20～ 30億米ドル
（2030年）と110～ 170億米ドル（2050年）の純
増価値を生み出せるだろう。いずれにせよ、適切な
品質のリサイクレートの確保が重要だ。大きな課題
の一つに、カレットには不純物が混入しやすく、純
度が損なわれやすいという問題があるからだ。カレッ
トの回収率向上、とりわけ現場でのリサイクルには
バリューチェーン全体で業界関係者間の協力が求め
られる。プレコンシューマー・カレット回収の最適
化をきわめることも課題ではあるが、最大の効果が期
待できるのはポストコンシューマー・カレット回収であ
る。現在、建築および解体廃棄物からカレットはほと
んど回収されていない 24。循環型オペレーションが導
入できれば、早い段階でカレットを回収しやすくなり、
高品質なリサイクルガラスの供給を確保できるだろう。

代替燃料を使えば、生産工程全体の排出量の最大
88%を占める燃焼から生じる二酸化炭素排出量を
大幅に減らすことができる。化石燃料をバイオガス
のような代替燃料に換えれば（代替燃料がどれだ
け入手できるかによるが）、代替シェアは 2030 年に
最大13%、2050年には25%に増え、ガラスメーカー
のカーボンフットプリントを2030年に 4Mt-CO2（総
排出量の4%）、2050年には 16Mt-CO2（総排出量
の 13%）削減できる。純増価値は概算でそれぞれ
2030年が3億米ドル、2050年は20億米ドルとなる。

CCSもまた、工場などから排出された燃焼排ガスに
残る二酸化炭素を他の気体から分離して集める有
意義な手段となるだろう。CCSの二酸化炭素削減ポ
テンシャルは低く、2030 年までに 2Mt-CO2、2050
年までには 5～ 9Mt-CO2と予想される。合わせて
ガラス仕様の汎用性を高めるなど補助的な対策も
また、残留排出量の削減に有効だと考えられる。

2.5  板ガラス
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製鉄によって生じるスラグ
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建築資材と鉱物 CO2エネルギー

ガラスバリューチェーンの循環ループ図8

出典：マッキンゼー分析、プレス調査、専門家インタビュー
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窓ガラス業界のある企業は、窓ユニットの引き取り制度を
立ち上げた。これによって、最後まで責任を持った廃棄物
処理ができるようになった。回収したユニットは、解体専
門施設に運び込まれる。ここで最先端の選別テクノロジー
で部材を分解して再利用できるようにする。同社のこのア
プローチから「サービスとして」モジュール化されたビジ
ネスモデルも展開された。

この方針転換は、モジュール化や分解に配慮した設計、
解体に特化した専門技術、顧客第一の社員教育、無駄を
省いたデータ管理や戦略的パートナーシップといった要
素に支えられて実現した。成果の一例を挙げると、窓のラ
イフサイクルにおける二酸化炭素排出量が約30%削減
できた。

事例研究�3

板ガラス

石膏の調達ルートは二種類ある。まずは、堆積岩に
含まれる天然の石膏の採掘。もう一つは、様々な工
業プロセスの副産物として合成的に作られたり、建
設廃材や解体廃材からリサイクルされたりするもの
である。ただし、現在そのリサイクル率は非常に低
い。世界の石膏市場は、2020年には約350Mt-CO2、
330 億米ドルに達する 25。耐火性と断熱性に優れて
いるため、石膏の最大の消費先は建設業界（世界
需要の約 96%を占める）である。この建材は主に、
セメントの凝結硬化遅延剤（49%）、壁、天井やパー
ティション部材となる乾式壁（石膏ボード）（35%）、
そして石膏プラスター（12%）として使用される。
世界の石膏生産量の半分は採掘され、残り半分は
主に排煙脱硫（FGD）石膏に代表されるように人工
的に生産されている。石炭を燃料とする火力発電所
（発電の副産物として排煙脱硫石膏が発生する）が
次々に廃止され、地域によっては天然資源が枯渇し
つつあるため、リン酸石膏、天然海水から石膏を含
む成分を溶解させて析出した石膏、リサイクル石膏
といった石膏生産の代替オプションが検討されてい
る。この中ではリサイクル石膏だけが、現在技術的
に実現可能な唯一の代替オプションである。

石膏のリサイクルについては、この素材が無限にリ
サイクル可能であり、初代の石膏よりもカーボンフッ
トプリントが低いため、非常に大きな伸びしろが期
待される。ただし、セメントから石膏を抽出するた
めには、そのセメントをまずリサイクルしなければ
ならない。石膏プラスターのリサイクルもまた、他
の添加剤を含むため難しい。したがって、本分析で
は石膏ボードに特化して説明する。現在、石膏ボー

ドのリサイクル率はわずか 1～ 7%だが、前述の
資源不足、埋め立て規制、環境にやさしい素材を
求める消費者需要があり、増加傾向にある。

石膏ボードのサーキュラリティを高めるには、様々
な方法がある。廃石膏ボードのリサイクル、土壌改
良材にするダウンサイクル、石膏の乾燥工程で再生
可能エネルギーの割合を増やした生産などだ。ま
た、石膏ボードリサイクルをさらに効率化するには、
生産工程で発生するプレコンシューマー・スクラッ
プや、建設、改修、解体から発生するポストコン
シューマー・スクラップの活用を増やし、廃石膏を
土壌改良材としてダウンサイクルすればよい。全体
から見ると、循環型石膏からは 2030 年までに年間
10 億米ドル、2050 年には 40 ～ 60 億米ドルの純
増価値を生み出す機会が見込める。それぞれ、市
場規模全体の 1%と3%を占める。これらの対策か
らは、2030 年と2050 年にそれぞれ 2～ 3Mt-CO2、
4 ～ 5Mt-CO2 の削減も期待できる（市場全体の排
出量のそれぞれ 3 ～ 5%と6～ 7%）。

エネルギーの再循環から得られる純増価値は比較
的控えめで、例えば2050年が 10～ 20億米ドル（市
場規模の 1%）程度であるものの、2030 年と2050
年までにそれぞれ 3～ 6Mt-CO2、9 ～ 17Mt-CO2
の二酸化炭素排出削減が見込める。これは、セク
ター全体の排出量の5～10%、13～23%にあたる。
最後に、石膏からの二酸化炭素排出量の大部分は
輸送に起因するため、これらの対策に加えて輸送
インフラのグリーン化を進めればさらに削減できる
だろう。

2.6  石膏ボード

�循環型石膏は
2030年までに10億
米ドル、2050年には
40～60億米ドルの
年間純増価値が�
見込める。これは�
それぞれ、市場規模
全体の1%と3%を�
占める。
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（例：火力発電所、
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石膏ボードバリューチェーンの循環ループ図9

出典：マッキンゼー分析、プレス調査、専門家インタビュー

24建造環境におけるサーキュラリティ：二酸化炭素排出量削減とビジネスチャンスの最大化に向けて



結論：建造環境の 
サーキュラリティ化に向けて

建造環境の移行を加速するために 
重要な要素

本白書に示してきたポテンシャルを現実のものに変
えるために、個々のプレーヤーとエコシステム全体
が今すぐ開始できる明確なアクションが三つある。�
1)�バリューチェーン全体でのコラボレーションの促
進、2）循環型思考と能力開発の促進、3）デジタル
技術の活用だ。�

1.� 分散するバリューチェーンに対処するためには、
コラボレーションと広範な調整が不可欠である。
建造環境の特徴は極めて細分化されていることで
あり、資源ループを形成するためには、多くの小
規模プレーヤーの間で気の遠くなるほどの調整が
必要となる。さらに、これらの多くは、従来のリ
ニア型のサプライチェーンにあった関係性を持た
ない。ステークホルダーは、再循環を円滑に進
めるために、資産や地域を超えた統合、パート
ナーシップ、循環型建築資材に対する要件の標準
化を積極的に推進すべきである。例えば、建築
資材サプライヤーは設計者や請負業者と協力して
再利用可能な建築資材を開発し、互換性を高め
ることができる。また、製造業者と解体・廃棄物
処理業者との間の逆サプライチェーンにより、新
製品を製造するための二次材料の十分な供給を
確保することが可能である。コラボレーションモ
デルを確立した消費財や自動車など他の産業は、
サーキュラー・エコノミーへの移行を促進するこ
とに成功しており、建造環境における重要な価値
捕捉の機会を示唆している。

2.� 建造環境業界の企業においてサーキュラリティを
定着させるための基礎となるものは、循環型思考
と能力開発である。早期にサーキュラー活動を導
入している企業もあるが、建造環境ではまだ大部
分がリニア型バリューチェーンである。これに対
処するためには、公式に認められたアイデアや
ベストプラクティスを普及させ、他社とも共有す
る必要がある。特に、プロジェクトや設計の初期
段階でサーキュラリティを意識することが、耐用
年数の間、建設資産が環境に及ぼす影響を決定
づけるため極めて重要である。重要な設計上の
決定は、その後数十年にわたって排出量に影響
を与えるにもかかわらず、実際に建設が始まる頃
にはそのほとんどがすでに覆すことができないも
のになっている。したがって新しい建物を建設す
る際、事業者は、解体設計やモジュール構造の
採用など、循環型設計の実践を最優先にすべき
である。製品や建築資材を選択する際には、再
利用、修理、リサイクルが比較的容易であるかど
うかを検討する必要がある。

3.� デジタル技術は、二次材料や全体的な建築資材
ライフサイクルに透明性をもたらし、ひいては建
築資材の交換や都市鉱山の採掘を促進すること
ができる。都市そのものからの「採掘」ができ
れば、サプライチェーンがより地域に根差したも
のとなるため、リードタイムや需要サイドの価格

高騰によってもたらされる不確実性を減らすこと
もできる。さらに、デジタル・ソリューションは、
断片化されマルチレベル化された産業構造の中
で事業を行うという難題にも対処できる。技術的
なイネーブラーとしては、デジタル資材パスポー
ト、デジタルツイン、資産追跡・管理テクノロ
ジーなどがある。こうしたデータを利用して、デ
ジタルの建築資材マーケットプレイスで資材、製
品、システムの再販が可能となる。生成AIを利
用した設計アルゴリズムで、現地で入手可能な資
材に加えて再利用資材を最大限に活用しつつ、新
しい建物に使用する資材を最適化することができ
る。ステークホルダーは、これらのテクノロジー
を規模に応じた資材試験プロセスと組み合わせて
使用することで、計画や建設工程の早い段階から
サーキュラリティに対応することができる。

サーキュラリティのライトハウス（灯台＝
指針）を特定する行動への呼びかけ

サーキュラー・エコノミーは、脱炭素化への道筋を
示すと同時に、従来のリニア・エコノミーを脱却で
きない企業から、サーキュラー・エコノミーへの移
行を推進・加速させる企業へと、製品やプレーヤー
のバリュープールをシフトさせるものでもある。本
白書では、2030 年と2050 年を目標年次として、建
築資材レベルでのサーキュラリティについて論じてき
た。しかし、変化はすでに起こり始めている。業界
のエコシステムは、ここまで見てきたような未来の可
能性をつかみ取るために、今、スタートラインに立
つ必要がある。

サーキュラリティのライトハウスは、リーダーシップ
を示し、革新的なアプリケーションを大規模に実証
する。また、サーキュラリティへの移行を加速させる
ためにステークホルダーを結集し、協力して後に続く
人々を鼓舞する。ライトハウスは、従来の競合他社
やバリューチェーンの枠を超えてコラボレーションを
行い、ディスラプティブ（創造的破壊）な考え方を
受け入れるためにある。その役割を担う企業は、積
極的に循環型社会への移行に取り組み、業界をリー
ドするソリューションを迅速に開発する。また、伝統
的なバリュー・アーキテクチャを超えた新たなサー
キュラー・ビジネスモデルを確立し、環境への影響、
拡張性、財務的な実行可能性を実証する。ライトハ
ウスのモデルを開発し、アクセラレーターとして行動
する企業は、サーキュラー・エコノミーがもたらす
価値を捉え、市場シェアを獲得し、常に先行して、パー
トナーシップを固める上で優位に立つことができる。

ライトハウス主導型のアプローチは、コラボレーショ
ンを積極的に実施し、循環型思考と能力開発を促進
し、分散化した建造環境全体にデジタル技術を普及
させる起爆剤となる。建造環境は、後に続く者たち
にとってのライトハウスを特定し、エコシステムのど
こからでもその存在が見えるようにするための行動
を求められているのだ。
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付録：モデル化における
仮定と結果の計算方法

本白書に示した二酸化炭素排出量削減ポテンシャ
ルと純増価値の値はすべて、何も対策を講じない
場合の「通常業務下（BAU）シナリオ」と「循環型
シナリオ」を比較して計算した。循環型シナリオの
値の範囲は、サーキュラリティ対策の範囲が保守的
と仮定した場合（下限）と野心的と仮定した場合�
（上限）を表す。また、セクターの総排出量または
市場規模に占める二酸化炭素排出削減量と純価値
増分の割合は、2030 年と2050 年のそれぞれで、
BAUシナリオにおける総排出量と市場規模の推定
値を考慮して計算した。

炭素価格と埋め立て税を含むコスト計算では、
2020 年の炭素価格を5.50 米ドル、埋め立て税を
20.00 米ドルと仮定し、2050 年にはそれぞれ 88.00
米ドルと120.00 米ドルに上昇すると見積もった。
価格にはインフレを含まず、また今後より多くの国
が、現在観察され得る範囲で中程度の埋め立て税
を導入すると想定。さらに、炭素クレジット価格は、
長期的には徐々に炭素価格と同じになると想定して
いる。

モデルで使用したその他のコストは、世界の市場
分析、レポート、プレス調査に基づく専門家の評
価から導出した。具体的には、炭素回収技術や炭
素貯蔵、化石燃料、バイオマス、その他の代替燃料
（バイオマスを除く廃棄物）のコストや、それらに
関連する排出係数など、である。このモデルでは、
バリューチェーン全体（建築物の全ライフサイクル
期間）における影響を考慮しているため、製品や
建築資材の輸送による排出追加分や回避される排
出は想定していない。さらに、インフラがまだ十分
に確立されていないため、実際に必要な距離を厳
密に見積もることが難しいと共に、サーキュラー・
エコノミーにおいてはサプライチェーンがより地域化
することから、これらの排出量をグローバルレベル
でモデル化することには不確実性がある。

さらに、モデリングをグローバルレベルで行うため
に、仮定は一般化した。具体的には、市場、規制、
テクノロジー、インフラ、ロジスティクスに地域差
や地方差がある可能性があり、ゆえに実際の対策
に関しては見込み値となる。
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